
愛知目標の達成状況と達成に必要な今後の取組 
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○評価の目的 

生物多様性及び生態系サービスの価値や現状
等を国民に分かりやすく伝え、生物多様性保全
に係る各主体の取組を促進するとともに、政策
決定を支える客観的情報を整理すること。 

 
○評価の体制 

 「環境省 生物多様性及び生態系サービス
の総合評価に関する検討会」を設置 

 有識者への意見照会等 

 生態系サービスの評価は、国内主要学
術団体の役員や国立環境研究所研究
者、J-BON運営委員、IPBES国内専門家
等、国内の有識者のべ810名にアンケ
ートを実施 

 上記アンケートに回答を寄せた有識者
に対し、総合評価報告書（素案）を送付
し、意見照会（パブコメ）を行った 

 
○評価の期間 

50年前頃～20年前頃 
20年前頃～現在 

生物多様性及び生態系サービスの総合評価 
Japan Biodiversity Outlook: JBO2 
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平成28年3月中には公表予定 
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A: 根本的要因への取組 
B: 直接的要因への取組 
C: 状況の維持・改善 
D: 自然の恵みの強化 
E: 実施の強化 

戦略目標に沿った13の国別目標 National Targets 

A-1：主流化の達成と損失の根本原因の軽減 

B-1~5：自然生息地の損失速度顕著に減少など 

C-1~2：陸域・沿岸域等の保全管理など 

D-1~3：劣化した生態系の回復による貢献など 

E-1~2：科学的基盤の強化など 

愛知目標５つの戦略目標 

国別目標の中間評価（国家戦略策定以降の概況） 

○生物多様性に関する地方自治体・事業者等による取組は拡大【A-1】 
○国民全体の「生物多様性」の言葉の認知度は向上していない【A-1】 

H24 

H26 

「生物多様性」の言葉の認知度 
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生物多様性国家戦略2012-2020国別目標の中間評価 

国別目標の中間評価（国家戦略策定以降の概況） 

○自然生息地の再生が進み、自然生息地の損失速度や劣化・分断は減少傾向【B-1】 
○一部の野生鳥獣増加による自然生態系への影響に対し、新たな取組が進行中【B-1】 
○持続可能な農林水産業は、全般に取組が進行（一部で資源水準が低下）【B-2】 
○水質環境基準は、健康項目をほとんどの地点で達成。閉鎖性水域の全窒素・全リン は  
   地域・年度により達成状況が異なる。湖沼の全窒素は達成率が低い【B-3】 
○脆弱な生態系のひとつであるサンゴ礁の平均被度が減少【B-5】 
○保護地域は、特に沿岸域及び海域の保護地域指定を進める必要【C-1】 
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生物多様性国家戦略2012-2020国別目標の中間評価 

国別目標の中間評価（国家戦略策定以降の概況） 

○外来種の法に基づく防除の確認・認定件数増加。マングース対策は効果確認【B-4】 
○国内希少野生動植物種の指定数は増加【C-2】 
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2016年度の取組点検を踏まえて… 

愛知目標の達成に向けた2020年までの 
関係省庁の施策をとりまとめて公表 
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生物多様性の保全と持続可能な利用の重要性が地方自治体、事業者、国民などに
とって常識となり、それぞれの意思決定や行動に反映させる「生物多様性の社会に
おける主流化」 

広報・普及啓発、連携の促進、地域戦略策定、経済的価値の普及、 
教育・学習・体験、消費行動の転換 

生物多様性国家戦略2012-2020 

生物多様性の主流化 

実体験を通じた生物多様性への理解を進め、生物多様性の保全と持続可能な利用に
向けた取組を国民運動として展開し、生物多様性に配慮した社会システムやライフ
スタイルの変換を図っていく「生物多様性の主流化」 

社会経済のしくみづくり 

私たちの暮らしやさまざまな経済活動が自然環境や生物多様性の恵み（生態系サー
ビス）に支えられていることを私たちが十分認識し、生物多様性への配慮を社会経
済的な仕組み中に組み込んで行く「社会経済における生物多様性の主流化」 

自然と共生してきた日本の知恵と伝統に学んだ新たな技術やシステムの開発・普及、
生きものマーク・認証制度、エコツーリズム、PES（生態系サービス支払制度） 

意識改革からの行動変容 
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国連生物多様性の１０年日本委員会の発足① 

2010.10.11～29 

ＣＯＰ１０／ＭＯＰ５ 

（愛知県名古屋市） 

日本の 
市民セクターからの発案 

日本政府の提案により
国連総会への勧告を 
ＣＯＰ１０で決議 

2010.12 

国連総会において 
2011～2020年を「国連生物多様性の10年」と決定 
愛知目標の達成に貢献するため、国際社会の 
あらゆるセクターが連携して生物多様性の問題に 
取組む期間 
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愛知目標 

2050年までの長期目標「自然と共生する世界の実現」 
2020年までの短期目標「生物多様性の損失を止めるために、 
効果的かつ緊急な行動を実施」及び20の個別目標 
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2011.9.1 

愛知目標の達成に向けた各セクターの参加と連携による具体的な行動を 
推進することを目標に「国連生物多様性の10年日本委員会」 (UNDB-J) を設立し
、生物多様性の主流化を目指す 

国連生物多様性の１０年 
日本委員会 

The Japan Committee for UNDB 

国・政府 
National government 学識経験者 

Academic experts 

経済界 
Business community 

文化人等 
Cultural figures,others 

自治体 
Local governments 

NGO/NPO・ユース 
NGOs/NPOs,Youth 

国民  Citizens 
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委員長：経団連・榊原定征 会長 

国連生物多様性の１０年日本委員会の発足② 
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各委員の取組例 

生物多様性民間参画パートナーシップの参加団体数 
平成22年度（発足時）424企業・団体→平成26年度は509企業・団体 
 
生物多様性自治体ネットワーク参加自治体数 
平成23年度（発足時）113自治体→平成26年度は139自治体 
 

 
 

漁民の森づくり、 
田んぼの生き物調査、 

外来種駆除等環境保全活動、 
動植物園での生息域外保全、 

自然ふれあい行事、 
自然しらべなどの 

 
多様なセクターによる取組が全国で展開 

 

2016.02.20－21 にじゅうまるCOP2 無断転用禁止 



■ MY行動宣言 ５つのアクション  

生物多様性の恵みを受け続けられるように、次の５つの中からできることを
選んで、あなたの「ＭＹ行動宣言」として宣言し、 
今日から生物多様性を守るために行動しましょう！ 
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MY行動宣言 ５つのアクション 

国民一人ひとりが生物多様性との関わりを自分の生活の中でとらえることができるよう、 
５つのアクションの中から自らの行動を選択して宣言する「MY行動宣言シート」を作成 

【宣言数（累計）】 
平成24年・・・4,886 
平成25年・・・7,024 
平成26年・・・10,653 
平成27年・・・14,551（現在） 
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企業・団体・ 
ＮＰＯ・個人等 

愛知目標の達成に 
ついて何ができるか
考え、20の目標から
自分たちの取組が 
寄与するものを選ぶ 

認定※ 

登録事業Ａ 
登録事業Ｂ 
登録事業Ｃ・・・ 

IUCN-Jによる 
選定・審査 

認定連携事業Ａ 
認定連携事業Ｂ 
   ・・・・ 

UNDB-Jのウェブサイトや、UNDB-Jが実
施する生物多様性全国ミーティング、
生物多様性地域セミナー等において紹
介するなど、積極的な広報を行います 

ＵＮＤＢ-Ｊ 
による 

選定・審査 

この事業は 
「国連生物多様性の１０年日本委員会（UNDB-J）」 
が推奨する事業として認定を受けています。 

認定連携事業については、下図のよう
に補足表示を行うことにより、UNDB-J
ロゴマークをご使用いただくことがで
きます 

※「にじゅうまるプロジェクト」の登録事業以外からも認定 

愛知目標の達成に向けた各セクターの参加と連携を促進するため、IUCN-Jが実施する 

「にじゅうまるプロジェクト」の登録事業等の中から、「多様な主体の連携」、「取組の重要性」、 

「取組の広報の効果」などの観点から総合的に判断し、UNDB-Jが推奨する事業を認定 

国連生物多様性の10年 
日本委員会（ＵＮＤＢ-Ｊ） 

登録 
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連携事業の認定 

にじゅうまるプロジェクト登録事業336件       認定連携事業73事業 
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生物多様性の認知度（『環境問題に関する世論調査』結果） 

 着実な成果をあげる一方で、世論調査によれば「生物多様性」の言葉の認知度が平

成24年度の55.7％から平成26年度は46.4％に低下した。 

 MY行動宣言の数も伸び悩んでいる。（現在、約14，000宣言） 

 UNDB-Jの内外との連携が十分に進んでおらず、UNDB-Jの有するポテンシャルが十

分に発揮できていない。 

 現状の取組を続けるだけでは愛知目標1に掲げられた2020年までに「人々が生物多

様性の価値と行動を認識する」をわが国で達成することは困難である。 

 COP12における愛知目標の中間評価においても、「生物多様性の主流化」（愛知目標

１）を含む多くの項目で「進展はあるが不十分」と評価された。 

  言葉の意味を知っている 

  意味は知らないが聞いたことがある  

  聞いたこともない 

  わからない 

 
生物多様性国家戦略2012-2020の目標値 

“平成31年度末までに75％以上とする” 
（言葉の意味を知っている＋意味は知らないが聞いたことがある） 

2014年7月の世論調査の結果を
踏まえ、更なる取組が必要 
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【課題】 
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【今後の方向性】 

  
1. 各委員の主流化の取組を、2020年に向けて一層促進する。 

 

2. セクター間の連携を強化するとともに、各委員が有する全国的なネットワークを十分に
活用する。 
 個人会員5万人、企業・団体会員8千※ 

 
3. 各委員の有する媒体を総動員して社会的発信力を強化する。 

 会報・機関誌の発行回数350、発行部数約70万 
 メールマガジン・メーリングリスト登録数約12万人 

 
4. 委員が各セクターの中心となって、UNDB-J構成団体以外とも連携した取組を展開する
。 
 

5. UNDB-Jのネットワークと発信力を活かした社会的関心度の高いプロジェクトを、必要な
資金を確保して実施する。 

  
以上の方向性を踏まえ、2020年の将来像とバックキャストで促進する数値目標を含むロ
ードマップを策定し、目標達成のための委員の取組とUNDB-Jのプロジェクトを進めていくこ
ととする。 

※複数のＵＮＤＢ－Ｊ構成団体に所属している個人・企業等については、重複してカウントしている。 
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２０２０年に向けたロードマップの検討 

ロードマップの構成（案） 

  １．２０２０年に目標する社会像 

  ２．取り組みの方向性 

  ３．各委員の取組 

  ４．UNDB-Jの取組と目標 

    （例）MY行動宣言１００万人、にじゅうまるプロジェクト登録件数２０２０件） 

   

2016年 COP13 

（テーマは主流化） 

ロードマップ紹介 

2019年 

第6回国別報告書で 

CBD事務局に成果を
報告 

2020年 COP15 

GBO5で愛知目標の達
成状況評価 

ポスト愛知目標採択 
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ご静聴、ありがとうございました。 

2016.02.20－21 にじゅうまるCOP2 無断転用禁止 


